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平成 27 年度八戸市復興計画推進市民委員会意見への対応状況 

(平成 28 年 5 月末現在)  
 
 
 

４．防災力の強化 
 

 

 

市では平成 27 年度に八戸市復興計画推進市民委員会を 4回開催し、委員の皆様から御意見

をいただきました。 

本資料は、「４．防災力の強化」への御意見に対する平成 28 年 5 月末現在の市の対応状況

についてとりまとめたものです。 

なお、対応状況は、下記区分のとおりです。 

 

【対応状況の区分】  

  ○＝意見を踏まえ対応に努めている  

△＝意見を参考に検討段階  

×＝意見への対応が難しい 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料２ 
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復興計画全体に関する総括意見 

 

 
 

No. 
意 見 の 内 容 

【担当課】 
対応状況 対 応 内 容 

1 

「防災力の強化」については、津波避難ビルの早期完成、災害時に避難所となる公民館等の

公共施設の耐震診断及び耐震化を推進するとともに、悪条件を想定した避難訓練や図上訓練

の実施、情報伝達体制の強化、子どもたちの防災教育の充実に取り組むこと。 

【防災危機管理課】 

【社会教育課】 

【広報統計課】 

【教育指導課】 ○ 

◎津波避難ビルの早期完成について 

【防災危機管理課】 

平成 27 年 9 月に多賀地区津波避難タワーが完成しました。 

（仮称）沼館地区津波避難ビル整備事業については、平成 27 年 12 月に関連工

事、委託契約を締結しており、平成 28年 12 月の工期内完成に努めます。 
 

◎公民館等の公共施設の耐震診断及び耐震化の推進について 

【社会教育課】 

耐震診断の結果をふまえ、建て替え工事を実施しており、館、江陽公民館は平成

28年 7月末、根城公民館は平成 29年 3月末、是川公民館は平成30年 3月末にそ

れぞれ完成する予定となっております。 
 

◎悪条件を想定した避難訓練や図上訓練の実施について 

【防災危機管理課】 

意見№9 で回答 
 

◎災害時における情報伝達体制の強化について 

【防災危機管理課】 

・メール配信業務、加入促進啓蒙活動等のほか、引き続き、広報体制の継続的検

証・強化を検討していきます。 

・Ｌアラートを活用し、報道機関等への正確かつ迅速な情報提供ができる体制を構

築し、住民への多様な情報伝達手段の確立に努めます。 

【広報統計課】 

市ホームページにおいて災害・防災情報をはじめ必要な情報へのアクセスを容易

にし、また、災害時における市ホームページへのアクセス集中に対応するため、今年

度中に市ホームページを一部改修する予定としております。 

 

◎子どもたちの防災教育の充実について 

【教育指導課】 

八戸独自の防災教育副読本「防災ノート」を作成し、その効果的な活用を通して、

児童生徒の防災教育の充実を図っています。（平成 27 年 4月から配付） 

2 

平成 28 年度からは創造的復興の総仕上げとなる創造期がスタートするが、これまでの復旧

期・再生期に実施した復旧・復興事業の成果を十分に検証し、必要に応じて見直しを図るととも

に、復興まちづくりの状況等を広く周知し、市民等と共有することにより、創造的復興の実現に向

けた官民一体となった取組が進展するよう期待する。 

【政策推進課】 

○ 

今年度までに、復興交付金を活用した避難路や避難施設等の整備がほぼ完了す

ることから、来年度以降、これまでの復旧・復興事業を評価・検証する予定としており

ます。 

復興状況の周知については、今年度、市主催の復興状況市民見学会を開催する

こととしており、目に見える復興の状況を市民に周知し、共有することにより、東日本

大震災の風化の防止と、地域の防災力の強化を図ってまいります。 
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 復興計画に掲げた４つの基本方向ごとの意見 
 

４ 「防災力の強化」に関する意見 
 

 

 

 

No. 
意 見 の 内 容 

【担当課】 
対応状況 対 応 内 容 

3 

防災体制の強化については、夜間や豪雨、降雪等の悪条件を想定した避難訓練や図上訓練

の実施及び中心街での防災訓練の実施を検討するとともに、民間事業所における適切な防災

訓練の実施及び中小規模の事業者の BCP（事業継続計画）策定を促進する必要がある。 

【防災危機管理課】 

【商工課】 

○ 

◎夜間や豪雨、降雪等の悪条件を想定した避難訓練や図上訓練の実施の検討に

ついて 

【防災危機管理課】 

意見№9 で回答 
 

◎中心街での防災訓練の実施の検討について 

【防災危機管理課】 

意見№11 で回答 

 

◎民間事業所における適切な防災訓練の実施の促進について 

【防災危機管理課】 

意見№10 で回答 

 

◎中小規模事業者の BCP（事業継続計画）策定の促進について 

【商工課】 

意見№7 で回答 

4 

情報伝達体制の強化及び防災意識の向上を図るため、ほっとスルメールやメールマガジンの

更なる活用に努めるとともに、避難支援が必要となる高齢者など、災害時要援護者に向けての

情報発信について、よりきめ細かな対策に取り組む必要がある。 

【防災危機管理課】 

【福祉政策課】 

○ 

◎ほっとスルメールやメールマガジンの更なる活用について 

【防災危機管理課】 

意見№12、16 で回答 

 

◎災害時要援護者に向けての情報発信におけるきめ細かな対策の実施について 

【防災危機管理課、福祉政策課】 

意見№14、15 で回答 

5 

水・エネルギー対策の充実については、LNG（液化天然ガス）輸入基地計画を推進し、LNG

の利用拡大を図るとともに、公共施設へ電気自動車充電器を設置し、一般利用ができるよう検討

を進め、引き続き、環境にやさしいエネルギー政策を推進する必要がある。 

【産業労政課】 

【環境政策課】 

○ 

◎LNGの利用拡大施策の検討について 

【産業労政課】 

エネルギーシステム転換支援事業補助金の補助上限額の拡大を行いました。（平

成 27年度実施） 
 

◎公共施設への電気自動車充電器の設置及び一般利用の検討について 

【環境政策課】 

意見№18 で回答 
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 個別の施策・事業に対する意見 
 

４ 「防災力の強化」 

（１）防災体制の強化 
 

 

No. 
意 見 の 内 容 

【担当課】 
対応状況 対 応 内 容 

6 

災害に強い地域づくりについては、地域の防災力向上のため、防災士の育成を促進し、地域

での積極的な活用を検討するとともに、文化・スポーツを通じてまちの活力創出につながるよう、

アートのまちづくりや八戸スポーツ振興協議会の活動などの情報発信に工夫を凝らす必要があ

る。 

【防災危機管理課】 

【まちづくり文化

推進室】 

【スポーツ振興課】 
○ 

◎防災士の育成の促進及び地域での積極的な活用の検討について 

【防災危機管理課】 

意見№19 で回答 
 

◎アートのまちづくりや八戸スポーツ振興協議会の活動などの工夫を凝らした情報

発信について 

【まちづくり文化推進室、スポーツ振興課】 

意見№20 で回答 

No. 
意 見 の 内 容 

【担当課】 
対応状況 対 応 内 容 

7 

当地域における BCP（事業継続計画）の普及率を上げるため、単独での策定が困難な中小規

模の事業者に対する行政による踏み込んだ策定支援策を検討する必要がある。 

【商工課】 

○ 
平成 25 年度までは、青森県がセミナー等の開催によりＢＣＰ策定支援を行ってい

ました。平成 26 年度以降はセミナー等の開催は行っておりませんが、県及び市のホ

ームページにＢＣＰ策定の重要性等を掲載しており、普及啓発に努めています。 

8 

津波ハザードマップを今後改定する際は、現在地の津波浸水高や最寄りの避難所等の位置

情報がインターネットで確認できるよう、ハザードマップに表示する必要がある。 
【防災危機管理課】 

△ 
コンテンツ化の必要性について検討していきます。 

9 

より効果的な訓練を行うため、地域の自主防災組織に意見を聞きながら、その地域に合った

夜間や豪雨、降雪等の悪条件を想定した避難訓練や図上訓練の実施を検討する必要がある。 

【防災危機管理課】 

○ 

地域の特性を考慮しつつ、悪条件を含め様々な事象を想定した災害対応訓練や

避難所運営訓練など、具体的で実践的な図上訓練を実施しています。 

避難訓練については、自主防災組織をはじめ地域団体等が主体的に実施するも

のであることから、関係機関や地域の意向を聞きながら支援に努めます。 

10 

民間事業所の防災訓練においては、適切な訓練内容・方法や頻度で行われる必要があること

から、その実施のための施策を検討する必要がある。 

【防災危機管理課】 

○ 

事業所における訓練は、消防法第 8 条において消火、避難訓練の実施が義務付

けられており、訓練が実施される際は、管轄する消防署が出向し、指導しています。 

同一地域の複数の事業所における訓練については、消防本部等と協議し検討し

ていきます。 

11 

市民や観光客の安全確保のため、中心街での防災訓練の実施を検討する必要がある。 

【防災危機管理課】 
△ 

訓練の実施内容など、関係機関・参加団体の意見等を参考にしながら検討してい

きます。 
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No. 
意 見 の 内 容 

【担当課】 
対応状況 対 応 内 容 

12 

ほっとスルメールの登録者の増加を図るため、各年度の目標を立てて啓発活動に取り組む必

要がある。 

【防災危機管理課】 

○ 

ホームページや、転入手続きの際に、市民課からのチラシ配布、防災研修会やイ

ベント等でのＰＲにより、加入促進を図っています。 

・加入状況 

H23 年度末 30,337 件、H24 年度末 31,463 件、H25 年度末 33,128 件、 

H26 年度末 37,875 件、H27 年度末 38,925 件 

13 

ほっとスルメールのスマートフォン向けアプリは、アクセスが集中するとメッセージを開けない状

態になることから、件名のみで内容がわかるように工夫するなど、改善を検討する必要がある。 
【防災危機管理課】 

○ 
今後も増えると想定される利用者に対応するため、機器の更新並びに表示の工

夫等により、アプリの利便性向上を図る改修を行っているところです。 

14 

避難支援が必要となる高齢者や聴覚障がい者、視覚障がい者などの災害時要援護者に対す

る情報伝達が確実に行われるよう、地域の自主防災組織と連携した取組が必要である。 

【防災危機管理課】 

【福祉政策課】 
○ 

【防災危機管理課】 

自主防災組織での防災訓練の中で、民生委員と連携し、要援護者宅の安否確認

及び避難の補助訓練を実施しています。 

【福祉政策課】 

市と協定を締結した自主防災組織に、災害時要援護者名簿を提供し、災害時の

避難支援に活用いただくこととしているほか、必要に応じて地域の話し合いにも参加

しております。 

15 

市民一人ひとりの防災意識の向上を図るため、避難支援が必要となる高齢者や聴覚障がい

者、視覚障がい者など、災害時要援護者に向けての防災意識の啓発が必要である。 

【防災危機管理課】 

【福祉政策課】 
○ 

【防災危機管理課】 

関係課に対して資料の送付や情報提供などを実施し、関係課と連携した防災意識

の啓発に努めております。 

【福祉政策課】 

災害時要援護者名簿に登録いただいた方に、日頃からの災害の備えについてお

知らせしているほか、普段から要援護者の見守りを行っている民生委員等に名簿を

配付し、防災意識の啓発を図っております。 

16 

定期的な発信のできるメールマガジンは、防災・減災、復興を含む市の動向などの情報提供

と啓発活動に有効と思われることから、更なる活用に努める必要がある。 

【防災危機管理課】 

【政策推進課】 
△ 

【防災危機管理課】 

メールマガジンの活用に向け、配信時期や配信内容の検討を行っております。 

【政策推進課】 

広く市民の皆様へ当市の復興状況を周知するため、市の広報紙及びホームペー

ジを引き続き活用するとともに、メールマガジンによる情報発信についても検討して

まいります。 
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（２）水・エネルギー対策の充実 
 

 

 

（３）災害に強い地域づくり 
 

 

No. 
意 見 の 内 容 

【担当課】 
対応状況 対 応 内 容 

17 

LNG（液化天然ガス）の利用拡大のため、LNG ターミナルが操業開始した現状を踏まえ、どの

ような産業が現実的に誘致可能か検討した上で LNG関連産業の誘致に取り組む必要がある。 

【産業労政課】 

○ 

エネルギーシステム転換支援事業補助金の補助上限額の拡大を行いました。（平

成 27年度実施） 

「LNG 利活用推進セミナーin 八戸」を開催し、LNG 利用の意義を深めるための啓

蒙を図りました。（平成 28年 2 月開催） 

18 

電気自動車の普及率向上のため、中央駐車場などの公共施設へ充電器を整備し、一般の方

が利用できるよう検討する必要がある。 
【環境政策課】 

△ 
国・県の施策の動向を注視するとともに、ＥＶ・ＰＨＥＶや民間施設への充電器の普

及状況を踏まえ、公共施設への充電器設置を検討してまいります。 

No. 
意 見 の 内 容 

【担当課】 
対応状況 対 応 内 容 

19 

地域の防災力向上のため、防災士の育成を促進し、防災訓練や防災教育など、地域での積

極的な活用を検討するとともに、共助の中心的な役割を果たす町内会への加入を促進する必要

がある。 

【防災危機管理課】 

【市民連携推進課】 

○ 

◎防災士の育成の促進及び地域での積極的な活用の検討について 

【防災危機管理課】 

市の助成を受けて資格を取得した防災士は、助成の要件として地域の自主防災

組織で活動できることを条件としています。 

 

◎共助の中心的な役割を果たす町内会への加入の促進について 

【市民連携推進課】 

市内 38 地区の連合町内会で組織する八戸市連合町内会連絡協議会と連携し、

加入促進事業を実施中です。（平成 24 年度～） 

20 

文化・スポーツを通じてまちの活力創出につながるよう、アートのまちづくりや八戸スポーツ振

興協議会の活動などの情報発信に工夫を凝らす必要がある。 

【まちづくり文化

推進室】 

【スポーツ振興課】 ○ 

【まちづくり文化推進室】 

南郷アートプロジェクトや工場アートなどの実施に当たっては、広報はちのへや市

ホームページへの掲載のみならず、個別にホームページを開設しています。また、イ

ベントの実施に向けてのチラシや新聞、ラジオ等でのＰＲのほか、ＳＮＳを活用し、リ

アルタイムでの情報発信に努めています。 

【スポーツ振興課】 

これまでも、市ホームページや広報はちのへを活用して八戸スポーツ振興協議会

の活動を紹介してきました。平成27年度より、はっちにチームの地域スポーツ情報コ

ーナーを設け、3 チームを中心に地域スポーツチームの紹介を行っています。 


